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 地方公共団体における予算・決算に係る会計制度（官庁会計）は、現金収支

を議会の民主制統制下に置くことで、予算の適正・確実な執行を図るという観

点から、確定性、客観性、透明性に優れた単式簿記による現金主義会計を採用

しています。 

 

 一方で、財政の透明性を高め、説明責任をより適切に図る観点から、単式簿

記による現金主義会計では把握できない情報（ストック情報（資産・負債）や

見えにくいコスト情報（減価償却費等））を住民や議会等に説明する必要性が

一層高まり、そのためには、その補完として複式簿記による発生主義会計の導

入が求められることとなりました。また、フルコストでのフロー情報を把握す

ることで、施設や事業のマネジメントに活用していくことも期待されるように

なりました。 

 

 こうした流れを受けて、当町では、「新地方公会計制度研究会報告書」及び

「新地方公会計制度実務研究会報告書」に基づく「総務省方式改訂モデル」

で、平成 20 年度決算から平成 27 年度決算まで財務書類を作成してきました。 

 

 こうした地方公会計の整備（財務書類の作成）は、全国的に進められてきま

したが、「総務省改訂モデル」、「基準モデル」及び「東京都モデル」など複数

の基準があることで、地方公共団体同士を比較することが難しいなどの課題も

あったことから、平成 26 年度に総務省から「統一的な基準」が示され、全国

の地方公共団体は平成 29 年度までに、この「統一的な基準」に沿った財務書

類の作成を求められることとなりました。 

 

 当町では、この要請を受け、平成 28 年度決算より「統一的な基準」による

財務書類を作成しています。 

 

 

地方公会計の整備 
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１ 財務書類の作成範囲 

町全体の財務書類 

普通会計 

（一般会計・土地取得事業特別会計） 

公営事業会計 

（国民健康保険事業特別会計・後期高齢者医療事業特別会計・

介護保険事業特別会計・水道事業会計・公共下水道事業会

計） 

関係団体との 

連結財務書類 

一部事務組合 

 （吉田町牧之原市広域施設組合・榛原総合病院組合・駿遠学

園管理組合・相寿園管理組合・静岡県市町総合事務組合） 

広域連合 

（静岡県後期高齢者医療広域連合・静岡地方税滞納整理機構） 

第三セクター等 

 （吉田町社会福祉協議会・一般社団法人吉田町まちづくり公

社） 

 

   

 

 

 

２ 対象年度 

  令和 3年度（作成基準日：令和 4年 3月 31 日） 

  なお、令和 4年 4月 1日から令和 4年 5月 31 日までの出納整理期間中の

収支については、作成基準日までに終了したものとして取り入れられていま

す。 

 

 

 

 

財務書類作成の基礎条件 
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 とは   

ある一時点において、町がどれほどの資産や債務

を有しているのかを示すものです。 

 

貸借対照表の概略図（説明） 

借 方 貸 方 

【資産の部】 

 

固定資産 

・有形固定資産：庁舎・学校・保育園等の

事業用資産、道路・公園等のインフラ資

産など 

・投資その他の資産：財政調整基金以外の

基金、出資金、長期延滞債権など 

 

流動資産 

・未収金：回収期限が到来して 1 年を経

過していない税や使用料などの債権 

・基金：財政調整基金 

・徴収不能引当金：将来の債権の未回収に

備え、事前に準備する見積額 

 

 

【負債の部】 

 

固定負債 

・地方債：町債のうち、償還期限が 1 年超

のもの 

・退職手当引当金：全職員が自己都合で退

職したと仮定して算出した退職金の総

額 

 

流動負債 

・1 年以内に返済や支払いを要するもの

や既に支払義務が確定しているものな

ど 

 

 

【純資産の部】 

 

・資産から負債を差し引いた額で、内訳は

純資産変動計算書で表しています。 

 

 

財務書類 
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 とは 

 1 年間の行政活動のうち、資産形成につながらな

い行政サービスに要したコストと、その財源を対比

させたものです。 

 

行政コスト計算書の概略図（説明） 
科目名 金額 

営業費用                  
 業務費用 
  人件費 
  物件費等 
  その他の営業費用 
 移転費用 
経常収益                  
 使用料及び手数料 
 その他 

Ａ 
 
 
 
 
 

Ｂ 
 
 

純経常行政コスト          Ａ－Ｂ＝Ｃ 
臨時損失                  
臨時利益                  

Ｄ 
Ｅ 

純行政コスト          Ｃ＋Ｄ－Ｅ＝Ｆ 
 
 

・人件費：職員給与や賞与等、退職手当引当金繰入額など 
・物件費：光熱水費、消耗品費、委託料、使用料、減価償却費など 
・移転費用：町民等への補助金、児童福祉・医療費給付等の社会保障費など 
・使用料及び手数料：公共施設の使用料、証明書等の発行手数料など 
・臨時損失：災害復旧事業費、資産の除売却損など臨時に発生するもの 
・臨時利益：資産の売却益など臨時に発生するもの 
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 とは 

 貸借対照表の純資産が、1 年間でどのような財源

や要因で増減したのかを表したものです。 

 

純資産変動計算書の概略図（説明） 

 
 

・純行政コスト（△）：行政コスト計算書の純行政コストと一致 
・税収等：町税、地方交付税、地方譲与税など 
・国県等補助金：国庫支出金、県支出金 
・資産評価差額：有価証券等の無償による増減 
・無償所管換等：固定資産の無償取得・譲渡による増減 

 

 

科目名 合計 

前年度末純資産残高 Ｍ  

 純行政コスト（△）  
 財源 
  税収等        

国県等補助金 

Ｆ  
Ｇ  

 
 

 本年度差額 Ｇ－Ｆ＝Ｈ  
 固定資産等の変動 
 資産評価差額 
 無償所管換等 
 その他 

 
Ｉ  
Ｊ  
Ｋ  

 本年度純資産変動額 Ｈ＋Ｉ＋Ｊ＋Ｋ＝Ｌ  
本年度末純資産残高 Ｌ＋Ｍ＝Ｎ  
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 とは 

 1 年間に現金の出入りがどれだけあったのかの情

報を表すものです。 
 

資金収支計算書の概略図（説明） 

 

 

 

◆業務活動収支：行政サービスを行う中で、毎年度継続的に生じる収入と支出 
 ・業務支出：人件費、物件費、補助費、扶助費など 
 ・業務収入：町税、使用料、手数料など 
◆投資活動収支：資産の形成に関係する収入と支出 
 ・投資活動支出：公共施設の整備や貸付金など 
 ・投資活動収入：固定資産の売却収入や施設建設財源の補助金など 
◆財務活動収支：資金の調達や運用に関係する収入と支出 
 ・財務活動支出：町債の償還や基金積立金など 
 ・財務活動収入：町債の借入や基金繰入金など 

 

科目名 金額 
業務活動収支 

業務支出 
業務収入 
臨時支出 
臨時収入 

②－①＋④－③＝Ａ  
①  
②  
③  
④  

投資活動収支 
 投資活動支出 
 投資活動収入 

⑥－⑤＝Ｂ  
⑤  
⑥  

財務活動収支 
 財務活動支出 
 財務活動収入 

⑧－⑦＝Ｃ  
⑦  
⑧  

本年度資金収支額 Ａ＋Ｂ＋Ｃ＝Ｄ  
前年度末資金残高 Ｅ  
本年度末資金残高 Ｄ＋Ｅ＝Ｆ  

前年度末歳計外現金残高 Ｇ  
本年度歳計外現金増減額 Ｈ  
本年度末歳計外現金残高 Ｇ＋Ｈ＝Ｉ  
本年度末現金預金残高 Ｆ＋Ｉ＝Ｊ  
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【様式第1号】

自治体名：吉田町

会計：全体会計 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 73,858,805,939   固定負債 25,804,134,862

    有形固定資産 71,013,472,546     地方債等 16,121,365,020

      事業用資産 18,753,274,919     長期未払金 -

        土地 10,708,436,708     退職手当引当金 1,098,317,978

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 8,584,451,864

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 1,900,952,038

        建物 18,526,267,323     １年内償還予定地方債等 1,646,968,602

        建物減価償却累計額 -10,583,360,195     未払金 106,176,064

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 150,682,264     前受金 1,341,000

        工作物減価償却累計額 -49,774,181     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 120,073,118

        船舶 -     預り金 20,491,270

        船舶減価償却累計額 -     その他 5,901,984

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 27,705,086,900

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 75,557,857,904

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -25,410,149,640

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 1,023,000

      インフラ資産 50,787,839,432

        土地 13,335,382,244

        土地減損損失累計額 -

        建物 1,427,069,693

        建物減価償却累計額 -365,400,575

        建物減損損失累計額 -

        工作物 61,069,725,630

        工作物減価償却累計額 -25,027,462,628

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 348,525,068

      物品 2,680,982,834

      物品減価償却累計額 -1,208,624,639

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 39,614,124

      ソフトウェア 39,603,824

      その他 10,300

    投資その他の資産 2,805,719,269

      投資及び出資金 30,482,748

        有価証券 -

        出資金 30,482,748

        その他 -

      長期延滞債権 179,419,334

      長期貸付金 5,977,500

      基金 2,602,169,561

        減債基金 -

        その他 2,602,169,561

      その他 -

      徴収不能引当金 -12,329,874

  流動資産 3,993,989,225

    現金預金 2,178,946,807

    未収金 103,565,090

    短期貸付金 270,000

    基金 1,698,781,965

      財政調整基金 1,697,140,546

      減債基金 1,641,419

    棚卸資産 14,981,357

    その他 -

    徴収不能引当金 -2,555,994

  繰延資産 - 純資産合計 50,147,708,264

資産合計 77,852,795,164 負債及び純資産合計 77,852,795,164

町全体の貸借対照表
（令和4年3月31日現在）
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【様式第2号】

自治体名：吉田町

会計：全体会計 （単位：円）

    資産売却益 2,526,750

    その他 19,024

純行政コスト 15,745,621,690

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 2,545,774

  臨時損失 2

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 2

    使用料及び手数料 660,802,850

    その他 194,444,555

純経常行政コスト 15,748,167,462

      社会保障給付 5,067,320,780

      その他 936,610

  経常収益 855,247,405

        その他 158,676,505

    移転費用 9,422,148,832

      補助金等 4,353,891,442

      その他の業務費用 350,519,578

        支払利息 179,364,090

        徴収不能引当金繰入額 12,478,983

        維持補修費 187,164,320

        減価償却費 2,044,174,764

        その他 17,164,840

        その他 389,677,372

      物件費等 4,665,362,485

        物件費 2,416,858,561

        職員給与費 1,636,405,239

        賞与等引当金繰入額 118,421,996

        退職手当引当金繰入額 20,879,365

  経常費用 16,603,414,867

    業務費用 7,181,266,035

      人件費 2,165,383,972

町全体の行政コスト計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額
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【様式第3号】

自治体名：吉田町

会計：全体会計 （単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 49,523,725,389 76,184,842,810 -26,661,117,421 -

  純行政コスト（△） -15,745,621,690 -15,745,621,690 -

  財源 16,369,152,774 16,369,152,774 -

    税収等 10,622,617,680 10,622,617,680 -

    国県等補助金 5,746,535,094 5,746,535,094 -

  本年度差額 623,531,084 623,531,084 -

  固定資産等の変動（内部変動） -627,436,698 627,436,698

    有形固定資産等の増加 1,313,004,621 -1,313,004,621

    有形固定資産等の減少 -2,113,649,215 2,113,649,215

    貸付金・基金等の増加 1,024,594,794 -1,024,594,794

    貸付金・基金等の減少 -851,386,898 851,386,898

  資産評価差額 -54,208 -54,208

  無償所管換等 506,000 506,000

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 - - - -

  その他 -1 - -1

  本年度純資産変動額 623,982,875 -626,984,906 1,250,967,781 -

本年度末純資産残高 50,147,708,264 75,557,857,904 -25,410,149,640 -

町全体の純資産変動計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 合計
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【様式第4号】

自治体名：吉田町

会計：全体会計 （単位：円）

前年度末歳計外現金残高 19,234,753

本年度歳計外現金増減額 -618,907

本年度末歳計外現金残高 18,615,846

本年度末現金預金残高 2,178,946,807

財務活動収支 -528,127,185

本年度資金収支額 778,952,089

前年度末資金残高 1,381,378,872

比例連結割合変更に伴う差額 -

本年度末資金残高 2,160,330,961

    地方債等償還支出 1,687,276,201

    その他の支出 5,901,984

  財務活動収入 1,165,051,000

    地方債等発行収入 1,165,051,000

    その他の収入 -

    資産売却収入 2,526,752

    その他の収入 463,125,333

投資活動収支 -562,988,699

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,693,178,185

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,539,237,516

    国県等補助金収入 427,153,384

    基金取崩収入 646,106,547

    貸付金元金回収収入 325,500

  投資活動支出 2,102,226,215

    公共施設等整備費支出 1,258,795,377

    基金積立金支出 842,530,838

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 900,000

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 19,024

業務活動収支 1,870,067,973

【投資活動収支】

    税収等収入 10,275,676,269

    国県等補助金収入 5,316,479,686

    使用料及び手数料収入 666,428,273

    その他の収入 194,070,045

  臨時支出 -

    移転費用支出 9,422,148,832

      補助金等支出 4,353,891,442

      社会保障給付支出 5,067,320,780

      その他の支出 936,610

  業務収入 16,452,654,273

    業務費用支出 5,160,456,492

      人件費支出 2,260,523,135

      物件費等支出 2,559,708,679

      支払利息支出 179,364,090

      その他の支出 160,860,588

町全体の資金収支計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 14,582,605,324
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１．重要な会計方針
(１)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

①有形固定資産・・・取得原価
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア．昭和59年度以前に取得したもの・・・再調達原価
ただし、道路、河川及び水路の敷地においては備忘価額１円としています。

イ．昭和60年度以後に取得したもの
取得原価が判明しているもの・・・取得原価
取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価
ただし、取得価額が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。　

②無形固定資産・・・原則として取得原価
ただし、取得価額が不明なものは、再調達原価としています。

(２)有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法
①満期保有目的有価証券・・・償却原価法（定額法）
②満期保有目的以外の有価証券

ア．市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）
イ．市場価格のないもの・・・取得原価（又は償却原価法（定額法））

③出資金

ア．市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）
イ．市場価格のないもの・・・出資金額

(３)棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品・・・先入先出法による原価法

(４)有形固定資産等の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
建物 ６年～60年
工作物 10年～60年
物品 ２年～15年

②無形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法
（ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）

③所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリース取引及びリース契約１件あたりのリース料総
額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）
・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

(５)引当金の計上基準及び算定方法
①徴収不能引当金

未収金については、過去５年間の平均不能欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。
長期延滞債権については、過去５年間の平均不能欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。
長期貸付金については、過去５年間の平均不能欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

②退職手当引当金
期末自己都合要支給額に、退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額の
総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち当該団体へ按分される額を加算した額を控除した額を加算して計上してい
ます。

③損失補償等引当金
該当事項なし

④賞与等引当金
翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対
応する部分を計上しています。

(６)リース取引の処理方法
①ファイナンス・リース取引

ア．所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額が300万円以下のファイナンス・リー
ス取引を除く）

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
イ．ア．以外のファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
②オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(７)資金収支計算書における資金の範囲
現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（容易に換金可能であり、かつ、価値変動が僅少なもので、３か月以内に満期が到来

する流動性の高い投資を言います。ただし、一般会計等においては、吉田町資金管理方針において、歳計現金等の保管方法として規定し
た預金等としています。）

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

(８)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。
ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。

(９)連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理
決算日と連結決算日の差異が３か月を超えない連結対象団体については、当該連結対象団体の決算を基礎として連結手続を行っていま

すが、決算日と連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っています。また、決算日と連結決算日との差
異が３か月を超える連結対象団体（会計）については、仮決算を行っています。

２．重要な会計方針の変更等
該当事項なし

３．重要な後発事象
該当事項なし

注　記
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４．偶発債務
該当事項なし

５．追加情報
(１)連結対象団体（会計）

区分 連結の方法 比例連結割合

地方公営事業会計 全部連結 ―

地方公営事業会計 全部連結 ―

地方公営事業会計 全部連結 ―

地方公営企業会計 全部連結 ―

地方公営企業会計 全部連結 ―
連結の方法は次のとおりです。
①地方公営事業会計は、すべて全部連結の対象としています。
①地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。

(２)出納整理期間

地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている団体（会計）においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の
係数をもって会計年度末の係数としています。

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合
は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。

(３)売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。
ア．範囲

売却予定とされている公共資産
イ．内訳

事業用資産 37,023,871円
土地 37,023,871円

令和4年3月31日時点における売却可能資産の期末簿価を記載しています。

公共下水道事業会計

団体（会計）名

国民健康保険事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

介護保険事業特別会計

水道事業会計
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計算式 

有形固定資産減価償却率 

＝有形固定資産の減価償却累計額÷取得価額等×100 

（単位：円・％） 

項 目 金額・％ 

有形固定資産の減価償却累計額 37,234,622,218 

取得価額等 83,854,727,744 

有形固定資産減価償却率 44.4 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財務分析（町全体ベース） 

将来の世代に残る資産はどれくらいあるのかを見てみましょう。 

１ 資産形成度 

2 世代間公平性 

「将来世代」と「これまでの世代」の負担の分担は、適切かどうかを見

てみましょう。 

 有形固定資産について、取得価額に対する減価償却累計額の割合を計算すること

により、耐用年数に対して償却資産の取得からどの程度経過しているかを全体とし

て把握することができます。100％に近いほど老朽化の程度が高いということになり

ます。 
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計算式 

 純資産比率＝純資産総額÷資産総額×100 

（単位：円・％） 

項 目 金額・％ 備  考 

純資産総額 50,147,708,264  

資産総額 77,852,795,164  

純資産比率 64.4 これまでの世代の負担 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

計算式 

  行政コスト対税収等比率（％） 

   ＝ 純経常行政コスト÷税収等（一般財源＋補助金等受入項目のその他

一般財源等）×100 

（単位：円・％） 

項 目 金額・％ 

純経常行政コスト 15,748,167,462 

税収等 16,369,152,774 

行政コスト対税収等比率 96.2 

 

「行政コスト対税収等比率」が 100％を下回っている場合は、翌年度以降に引き継ぐ

資産が蓄積されたか、あるいは翌年度以降へ引き継ぐ負担が軽減されたこと（若しくは

その両方）を表しており、逆に、「行政コスト対税収等比率」が 100％を上回っている場

合は、過去から蓄積された資産が取り崩されたか、あるいは翌年度以降へ引き継ぐ負担

が増加したこと（若しくはその両方）を表しています。また、比率の数値が 100％から

離れているほど、それらの割合が高くなります。 

3 持続可能性・弾力性 

財政に持続可能性があるか（健全財政か）どうかを見てみましょう。 

 行政コスト計算書における純経常行政コストに対する税収等をみることによっ

て、当年度に行われた行政サービスのコストから受益者負担分を除いた純経常行政

コストのうち、どれだけが当年度の負担で賄われたのかがわかります。 
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計算式 

 基礎的財政収支＝業務活動収支＋支払利息支出＋投資活動収支＋基金積立金 

支出－基金取崩収入 

（単位：円） 

業務活動収支  ① 1,870,067,973 

支払利息支出  ② 179,364,090 

投資活動収支  ③ △562,988,699 

基金積立金支出 ④ 842,530,838 

基金取崩収入  ⑤ 646,106,547 

基礎的財政収支（①＋②＋③＋④－⑤） 1,682,867,655 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計算式 

  受益者負担比率（％）＝経常収益÷経常費用×100 

（単位：円・％） 

経常収益 855,247,405 

経常費用 16,603,414,867 

受益者負担比率 5.2 

 

基礎的財政収支（プライマリーバランス）とは、地方債関連等の収入・支出及び基金の収

入・支出を除いた財政収支をいい、地方債の利払いと償還額と基金の積立金支出を除いた支

出と、地方債発行額と基金取崩収入を除いた収入のバランスをみるものです。 

プライマリーバランスがマイナス（赤字）の場合は、将来負担が財政規模に比べ増大し、プ

ラス（黒字）になれば、新たな借金は過去の借金返済に充てられるため、財政が健全であるこ

とを示しています。 

4 持続可能性・弾力性 

行政コスト計算書の経常収益は、受益者負担の金額であるため、経常収益の行政

コストに対する割合を算定することで、受益者負担割合を算定することができま

す。 
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【様式第1号】

自治体名：吉田町

会計：連結会計 （単位：円）

科目 金額 科目 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 78,434,012,274   固定負債 28,748,827,446

    有形固定資産 74,967,182,872     地方債等 18,506,544,137

      事業用資産 22,652,314,176     長期未払金 -

        土地 11,244,173,509     退職手当引当金 1,294,932,410

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 -     その他 8,947,350,899

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 2,214,611,110

        建物 25,590,898,302     １年内償還予定地方債等 1,879,645,639

        建物減価償却累計額 -14,447,215,633     未払金 148,800,003

        建物減損損失累計額 -     未払費用 1,015,722

        工作物 263,535,494     前受金 1,368,320

        工作物減価償却累計額 -147,145,666     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 140,758,175

        船舶 -     預り金 21,876,158

        船舶減価償却累計額 -     その他 21,147,093

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 30,963,438,556

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 80,139,133,185

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -28,278,014,855

        航空機 -   他団体出資等分 -

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 2,340,336,043

        その他減価償却累計額 -2,194,150,513

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 1,882,640

      インフラ資産 50,787,839,432

        土地 13,335,382,244

        土地減損損失累計額 -

        建物 1,427,069,693

        建物減価償却累計額 -365,400,575

        建物減損損失累計額 -

        工作物 61,069,725,630

        工作物減価償却累計額 -25,027,462,628

        工作物減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 348,525,068

      物品 3,526,017,506

      物品減価償却累計額 -1,998,988,242

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 47,290,975

      ソフトウェア 43,106,528

      その他 4,184,447

    投資その他の資産 3,419,538,427

      投資及び出資金 30,482,748

        有価証券 -

        出資金 30,482,748

        その他 -

      長期延滞債権 180,615,808

      長期貸付金 25,320,063

      基金 3,077,948,469

        減債基金 -

        その他 3,077,948,469

      その他 117,501,213

      徴収不能引当金 -12,329,874

  流動資産 4,390,544,612

    現金預金 2,534,813,217

    未収金 136,251,999

    短期貸付金 5,406,607

    基金 1,699,714,304

      財政調整基金 1,698,072,885

      減債基金 1,641,419

    棚卸資産 15,509,591

    その他 1,428,907

    徴収不能引当金 -2,580,013

  繰延資産 - 純資産合計 51,861,118,330

資産合計 82,824,556,886 負債及び純資産合計 82,824,556,886

連結貸借対照表
（令和4年3月31日現在）
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【様式第2号】

自治体名：吉田町

会計：連結会計 （単位：円）

連結行政コスト計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

  経常費用 19,361,210,946

    業務費用 8,964,370,674

      人件費 2,589,276,101

        職員給与費 1,967,141,401

        賞与等引当金繰入額 139,095,605

        退職手当引当金繰入額 41,355,240

        その他 441,683,855

      物件費等 5,728,950,431

        物件費 3,185,431,177

        維持補修費 254,125,890

        減価償却費 2,272,228,524

        その他 17,164,840

      その他の業務費用 646,144,142

        支払利息 229,231,550

        徴収不能引当金繰入額 12,503,002

        その他 404,409,590

    移転費用 10,396,840,272

      補助金等 2,594,748,298

      社会保障給付 7,796,200,846

      その他 5,891,128

  経常収益 1,324,157,699

    使用料及び手数料 715,907,941

    その他 608,249,758

純経常行政コスト 18,037,053,247

  臨時損失 5

    災害復旧事業費 -

    資産除売却損 5

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 -

  臨時利益 2,686,614

    資産売却益 2,526,750

    その他 159,864

純行政コスト 18,034,366,638
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【様式第3号】

自治体名：吉田町

会計：連結会計 （単位：円）

固定資産
等形成分

余剰分
(不足分)

他団体出資等分

前年度末純資産残高 51,403,732,630 81,030,819,529 -29,627,086,899 -

  純行政コスト（△） -18,034,366,638 -18,034,366,638 -

  財源 18,651,463,469 18,651,463,469 -

    税収等 11,721,104,417 11,721,104,417 -

    国県等補助金 6,930,359,052 6,930,359,052 -

  本年度差額 617,096,831 617,096,831 -

  固定資産等の変動（内部変動） -753,331,390 753,331,390

    有形固定資産等の増加 1,325,290,322 -1,325,290,322

    有形固定資産等の減少 -2,345,872,398 2,345,872,398

    貸付金・基金等の増加 1,171,350,441 -1,171,350,441

    貸付金・基金等の減少 -904,099,755 904,099,755

  資産評価差額 -54,208 -54,208

  無償所管換等 506,000 506,000

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 -4,321,200 17,036,406 -21,357,606 -

  その他 -155,841,723 -155,843,152 1,429

  本年度純資産変動額 457,385,700 -891,686,344 1,349,072,044 -

本年度末純資産残高 51,861,118,330 80,139,133,185 -28,278,014,855 -

連結純資産変動計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 合計
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【様式第4号】

自治体名：吉田町

会計：連結会計 （単位：円）

連結資金収支計算書
自　令和3年4月1日
至　令和4年3月31日

科目 金額

【業務活動収支】

  業務支出 17,080,730,443

    業務費用支出 6,682,654,518

      人件費支出 2,657,184,292

      物件費等支出 3,547,675,014

      支払利息支出 229,231,550

      その他の支出 248,563,662

    移転費用支出 10,398,075,925

      補助金等支出 2,595,983,951

      社会保障給付支出 7,796,200,846

      その他の支出 5,891,128

  業務収入 19,168,454,920

    税収等収入 11,361,069,217

    国県等補助金収入 6,496,275,023

    使用料及び手数料収入 721,533,364

    その他の収入 589,577,316

  臨時支出 -

    災害復旧事業費支出 -

    その他の支出 -

  臨時収入 19,024

業務活動収支 2,087,743,501

【投資活動収支】

  投資活動支出 2,149,680,099

    公共施設等整備費支出 1,281,573,591

    基金積立金支出 860,611,985

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 7,494,523

    その他の支出 -

  投資活動収入 1,568,213,186

    国県等補助金収入 427,153,384

    基金取崩収入 666,297,975

    貸付金元金回収収入 4,444,958

    資産売却収入 2,972,737

    その他の収入 467,344,132

投資活動収支 -581,466,913

【財務活動収支】

  財務活動支出 1,932,522,872

    地方債等償還支出 1,915,380,282

    その他の支出 17,142,590

  財務活動収入 1,165,051,000

    地方債等発行収入 1,165,051,000

    その他の収入 -

前年度末歳計外現金残高 19,614,247

本年度歳計外現金増減額 -624,196

本年度末歳計外現金残高 18,990,051

本年度末現金預金残高 2,534,813,217

財務活動収支 -767,471,872

本年度資金収支額 738,804,716

前年度末資金残高 1,777,466,706

比例連結割合変更に伴う差額 -448,256

本年度末資金残高 2,515,823,166
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１．重要な会計方針
(１)有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法

①有形固定資産・・・取得原価
ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。

ア．昭和59年度以前に取得したもの・・・再調達原価
ただし、道路、河川及び水路の敷地においては備忘価額１円としています。

イ．昭和60年度以後に取得したもの
取得原価が判明しているもの・・・取得原価
取得原価が不明なもの・・・・・・再調達原価
ただし、取得価額が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額１円としています。　

②無形固定資産・・・原則として取得原価
ただし、取得価額が不明なものは、再調達原価としています。

(２)有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法
①満期保有目的有価証券・・・償却原価法（定額法）
②満期保有目的以外の有価証券

ア．市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）
イ．市場価格のないもの・・・取得原価（又は償却原価法（定額法））

③出資金

ア．市場価格のあるもの・・・会計年度末における市場価格（売却原価は移動平均法により算定）
イ．市場価格のないもの・・・出資金額

(３)棚卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品・・・先入先出法による原価法

(４)有形固定資産等の減価償却の方法
①有形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。
建物 ６年～60年
工作物 10年～60年
物品 ２年～15年

②無形固定資産（リース資産を除く）・・・定額法
（ソフトウェアについては、庁内における見込利用期間（５年）に基づく定額法によっています。）

③所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産（リース期間が１年以内のリース取引及びリース契約１件あたりのリース料総
額が300万円以下のファイナンス・リース取引を除きます。）
・・・自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法

(５)引当金の計上基準及び算定方法
①徴収不能引当金

未収金については、過去５年間の平均不能欠損率により、徴収不能見込額を計上しています。
ただし、一部の連結対象団体においては、法人税法に規定する法定繰入率に基づく繰入限度額によっています。
長期延滞債権については、過去５年間の平均不能欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。
長期貸付金については、過去５年間の平均不能欠損率により（又は個別に回収可能性を検討し）、徴収不能見込額を計上しています。

②退職手当引当金
期末自己都合要支給額に、退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手当として支給された額の
総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち当該団体へ按分される額を加算した額を控除した額を加算して計上してい
ます。

③損失補償等引当金
該当事項なし

④賞与等引当金
翌年度６月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対
応する部分を計上しています。

(６)リース取引の処理方法
①ファイナンス・リース取引

ア．所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が１年以内のリース取引及びリース料総額が300万円以下のファイナンス・リー
ス取引を除く）

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
イ．ア．以外のファイナンス・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。
②オペレーティング・リース取引

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。

(７)資金収支計算書における資金の範囲
現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（容易に換金可能であり、かつ、価値変動が僅少なもので、３か月以内に満期が到来

する流動性の高い投資を言います。ただし、一般会計等においては、吉田町資金管理方針において、歳計現金等の保管方法として規定し
た預金等としています。）

なお、現金及び現金同等物には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含んでいます。

(８)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。
ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。

(９)連結対象団体（会計）の決算日が一般会計等と異なる場合の処理
決算日と連結決算日の差異が３か月を超えない連結対象団体については、当該連結対象団体の決算を基礎として連結手続を行っていま

すが、決算日と連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っています。また、決算日と連結決算日との差
異が３か月を超える連結対象団体（会計）については、仮決算を行っています。

２．重要な会計方針の変更等
該当事項なし

３．重要な後発事象
該当事項なし

注　記
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４．偶発債務
該当事項なし

５．追加情報
(１)連結対象団体（会計）

区分 連結の方法 比例連結割合

地方公営事業会計 全部連結 ―

地方公営事業会計 全部連結 ―

地方公営事業会計 全部連結 ―

地方公営企業会計 全部連結 ―

地方公営企業会計 全部連結 ―

一部事務組合・広域連合 比例連結 32.98%

一部事務組合・広域連合 比例連結 33.91%

一部事務組合・広域連合 比例連結 53.90%

一部事務組合・広域連合 比例連結 9.47%

一部事務組合・広域連合 比例連結 0.00%

一部事務組合・広域連合 比例連結 4.03%

一部事務組合・広域連合 比例連結 0.64%

一部事務組合・広域連合 比例連結 0.76%

第三セクター等 全部連結 ―

第三セクター等 全部連結 ―
連結の方法は次のとおりです。
①地方公営事業会計は、すべて全部連結の対象としています。
①地方公営企業会計は、すべて全部連結の対象としています。
②一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としています。
※令和3年度にて、相寿園管理組合を清算し、以降連結対象団体から外れます。

(２)出納整理期間

地方自治法第235条の５に基づき出納整理期間が設けられている団体（会計）においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の
係数をもって会計年度末の係数としています。

なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合
は、現金の受払い等が終了したものとして調整しています。

(３)売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。
ア．範囲

売却可能と管理されている資産
イ．内訳

事業用資産 37,023,871円
土地 37,023,871円

令和4年3月31日時点における売却可能資産の期末簿価を記載しています。

相寿園管理組合

団体（会計）名

国民健康保険事業特別会計

後期高齢者医療事業特別会計

介護保険事業特別会計

水道事業会計

公共下水道事業会計

榛原総合病院組合

榛原総合病院組合_病院事業分

吉田町牧之原市広域施設組合

駿遠学園管理組合

静岡県市町総合事務組合

静岡県後期高齢者医療広域連合

静岡地方税滞納整理機構

一般社団法人吉田町まちづくり公社

社会福祉法人吉田町社会福祉協議会
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